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はじめに 

 

 近年、世界各地で気候変動による平均気温の上昇や海面の上昇、洪水、森林火災、干ばつ等が発生 

し環境破壊や動植物への影響が年々増大し、今後もこうした気候変動による被害が想定されています。 

 日本においても気候変動による影響は年々深刻さを増し、記録的な猛暑、集中豪雨や巨大台風の発 

生で農作物への被害や尊い人命や財産が失われました。本区でも都市特有の都市型災害の発生が危惧 

されており、区民の生活基盤を揺るがすものとなっています。 

 こうした地球温暖化が原因とされる気候変動は、先進国・開発途上国を問わず、国境を越えて人々 

の生活に影響を及ぼす問題であり，国際社会の一致団結した取組の強化が不可欠となっています。 

 

 こうしたなか国はパリ協定に伴う「日本の約束草案」に基づき、2016（平成 28）年 5 月に「地 

球温暖化対策計画」を閣議決定し、温室効果ガス排出量を 2030（令和 12）年度において、2013 

（平成 25）年度比で 26.0％減の水準にするとの中間目標を設定しました。そして、計画では地方自 

治体に対し地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の策定と事業所として温室効果ガスの大幅な削減 

を求めています。本区は、その事業活動により区内でも多くの温室効果ガスを排出している事業所で 

あり、区民や民間事業者の模範となるよう率先して温室効果ガスの削減に取り組まなければなりませ 

ん。 

 

 「墨田区地球温暖化防止対策実行計画（事務事業編）第 5次計画」は、こうした背景から、2020 

（令和 2）年度から 2024（令和 6）年度の 5 年間、区の事務事業から排出される温室効果ガス排出 

量を削減する目的で策定したものです。計画では、高効率設備の導入、太陽光発電システム等の再生 

可能エネルギーの導入、そして電気・ガス・水道等の使用量を抑える取組のほか、ペーパーレス化や 

廃棄物削減等の取組も定めました。 

 職員一人ひとりが、地球温暖化の問題を理解し、本計画の着実な推進によって温室効果ガス排出量 

を削減し、地球温暖化防止を推進していきます。 
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第 1 章 基本的事項 

 

１ 温室効果ガスの排出をめぐる動向 

（１）世界の温室効果ガス排出量削減に向けた動き 

2015（平成 27）12 月に開催された COP21（気候変動枠組条約第 21回締約国会議）では 

すべての国が協調して温室効果ガスの発生抑制に取り組む「パリ協定」が採択され、各国の批准に 

より、2016（平成 28）年 11月に世界全体で地球温暖化防止の取組が進められることになりま 

した。パリ協定では、産業革命前からの平均気温の上昇を２℃未満に保つこと、1.5℃未満に抑え 

る努力を追求することが明記され、今世紀後半には温室効果ガスの実質的な排出をゼロとする目標 

が掲げられました。先進国だけでなく開発途上国にも対策への取組を課し、5 年ごとに削減目標の 

見直し、市場メカニズムの活用、先進国による開発途上国に対する支援資金の提供、世界全体の進 

捗状況を締結国会議で把握することなどが規定されました。 

 2018（平成 30）年 10 月の IPCC（国連の気候変動に関する政府間パネル）の特別報告では 

「気温上昇を 2℃よりリスクの低い 1.5℃に抑えるためには、2050年までに CO２の実質排出量 

をゼロにすることが必要」との研究結果が発表されました。また、2019（令和元）年 6月には、 

国連のグテーレス事務総長は、こうした状況を危惧し「世界は重大な気候の緊急事態に直面し、そ 

の深刻度を増し危機的な状態である。」として各国へ温室効果ガス削減対策の緊急性を訴えています。 

また、2015（平成 27）年 9月の国連サミットにおいて、SDGｓ(持続可能な開発目標)が採択 

されました。この SDGｓの 17 の目標の達成には、その根幹となる気候変動などの環境問題の解決 

が重要視されています。行政や企業等をはじめ、すべてのステークホルダーが目指す目標に向けて、 

その取組が進められています。 

 

（２） 国の動向 

ア 日本から排出される温室効果ガス削減の取組 

2016（平成 28）年 5月に地球温暖化対策計画を閣議決定し、パリ協定や国連気候変動枠 

組条約に提出した「日本の約束草案」に基づき温室効果ガスの排出量の削減・吸収量の確保に 

より、2030（令和 12）年度において、2013（平成 25）年度比で 26.0％減（2005 年度 

比 25.4％減）の水準にする中期目標の達成に向けて取り組んでいます。 

       イ 国の事務事業に伴う温室効果ガス削減の取組 

国の事務及び事業活動に伴い排出される温室効果ガスの排出量の削減については、2016 

（平成 28）年５月に策定の「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のた 

め実行すべき措置について定める計画（政府実行計画）」により、2013（平成 25）年度を基 

準年として 2030（令和 12）年度までに 40％削減を中間目標として、政府全体で 2020（ 

令和 2）年度までに 10％削減を目標としています。 

 

（３） 東京都の動向 

       ア 都内から排出される温室効果ガス削減の取組 

都は 2016（平成 28）年３月に環境政策と経済成長を両立させた「世界一の環境先進都市 

・東京」の実現を目指し東京都環境基本計画を策定しました。この計画では、2000（平成 

12）年度比で 2030（令和 12）年度までに都内からの温室効果ガス排出量を 30％削減、エ 
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ネルギー消費量を 38％削減するという目標を設定しています。 

イ 都の事務事業に伴う温室効果ガス削減の取組 

都は、2016（平成 28）年 3月に「スマートエネルギー都庁行動計画」を策定しました。 

この計画では、2019（令和元）年度の温室効果ガス排出量を 2000（平成 12）年度比で 

25％、エネルギー消費量を 25％それぞれ削減するほか、再生可能エネルギーを 4,200ｋｗ 

新規導入する目標を新たに設定し、照明・空調の運用対策の徹底、LED 化、高効率省エネ機器 

の導入、再生可能エネルギーの導入拡大などの取組を進めています。 

 

（４）本区の取組 

     ア 区内から排出される温室効果ガス削減の取組  

       本区の地球温暖化対策の取組として、すみだ環境基本条例（平成 18 年 4 月施行）に基づき 

「第二次すみだ環境の共創プラン（すみだ環境基本計画）」を平成 23年 3 月に策定しました。 

このプランでは、喫緊の課題となっている地球温暖化対策をより一層推進するため、地域からの 

温室効果ガス排出量とエネルギー消費量の削減を目的として墨田区地球温暖化対策実行計画（区

域施策編）を包含し、2030（令和 12）年度までに 2000（平成 12）年度比で温室効果ガス 

排出量を 30％程度削減、エネルギー消費量を 38％程度削減する目標を定め、施策を進めていま

す。 

    イ 本区の事務事業に伴う温室効果ガス削減の取組 

     1998（平成 10）年５月に「墨田区地球温暖化防止推進要綱」を策定して以来、2001（平成 

13）年３月に策定した「墨田区地球温暖化防止計画（第１次計画）」から「※墨田区地球温暖化対 

策実行計画（事務事業編第４次計画）」に至るまで、３度にわたり計画を見直し、職員による省エネ 

行動の推進や施設における高効率機器の導入、照明の LED 化等、区の事務事業から排出される温 

室効果ガスの削減に向けて取組を行ってきました。 

        なお、省エネ行動の推進としては「墨田区地球温暖化防止推進要綱」に基づき、選任したエコマ 

ネージャーを中心に各職場における電気、ガス、水道、燃料、紙の各使用量の削減に取り組むとと 

もに、庁舎全体でも廃棄物の削減に取り組んでいます。（※第 3次計画から名称を変更） 

 

 

２ 第 4 次計画（2015（平成 27）年度～2019（平成３１）年度）のまとめ 

（１） 第 4 次計画における温室効果ガスの削減目標 

 

2014（平成２６）年度比で 2019（平成３１）年度までに５％以上削減する。 

 

公共施設マネジメント実行計画に基づく施設の統廃合、施設の新設などがあるなかで、区の事務 

   事業から排出される温室効果ガスの予測を行うことは困難なため、電気・ガス等のエネルギー使用 

量について、計画期間を通じて、前年度比 1％以上の削減を目標とした取組を続けていくことで、 

目標達成を目指すこととました。また、温室効果ガス排出量の算定対象にはしていませんが、地球 

温暖化防止に寄与する取組として、水の使用量や紙の使用量及び庁舎から排出される廃棄物の削減 

を個別の削減目標に加えました。 
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（２） 第４次計画の目標達成状況 

2018（平成 30）年度の実績では、エネルギー使用量は夏の猛暑の影響で増加が懸念されましたが、 

節電等の省エネルギー対策や照明機器の LED 化、高効率な設備への更新で年々減少傾向にあります。 

また、温室効果ガス排出量は23,940トン/CO２で基準年度比の25,417トン/CO２に対して5.8％

の削減となり目標は達成している状況です。ただし、廃棄物は大幅に目標値を達成していますが、水及

び紙の使用量は目標値を上回り達成していません。 

 

〇温室効果ガス年度別排出量の推移             単位：kg‐CO２ 

 

 

〇平成３０年度温室効果ガスの発生源別排出量の割合 

 

 

〇各使用量及び温室効果ガス排出量の推移 

  
基準年度 実績 目標値 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

電気（kwh) 38,206,564 38,233,836 38075995 37506724 37431245 36296236 

ガス（㎥） 2,600,155 2,458,577 2,574,173 2,531,310 2,508,467 2,470,147 

熱（MJ） 8,045,110 6,291,082 6,889,954 7,728,231 7,366,215 7,642,855 

燃料（kg-CO2） 426,877 419,827 285,911 284,428 245,645 405,533 

温室効果ガス排出量 
25,417,351 25,276,466 25,354,075 24,498,737 23,940,905 24,146,483 

（kg-CO2） 

 

25,417,351 25,276,466 25,354,075 

24,498,737 

23,940,905 
24,146,483 

23,000,000

23,500,000

24,000,000

24,500,000

25,000,000

25,500,000

基準年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 目標値
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〇水、紙の使用量及び廃棄物の排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準年度 目標値

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

水道（㎥） 669,103 695,856 660,115 633,944 731,579 635,648

紙（A4換算枚） 71,130,966 70,172,662 77,458,550 73,777,692 83,662,978 67,574,418

廃棄物（kg) 46,086 47,626 50,330 14,700 14,949 43,782

実績
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第２章 墨田区地球温暖化対策実行計画（事務事業編 第 5次計画） 

 

 １ 計画の策定について 

   墨田区地球温暖化対策実行計画（事務事業編）は、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 

  年法律第 117号。以下「温対法」という。）第 21 条第１項に基づき、都道府県及び市町村（特別 

  区、一部事務組合及び広域連合を含む。）に対して、地球温暖化対策推進のために策定が義務付けら 

れた計画で、当該地方自治体の事務及び事業に関し、地球温暖化対策の推進を目的に策定するもので 

す。また、策定に当たっては国の「地球温暖化対策計画（平成 28年 5月 13 日閣議決定）」に即し 

て行うよう規定されており、本計画の内容はこの「地球温暖化対策計画」と整合性を図るものとし 

削減目標は「業務その他部門」で求められている削減目標としました。 

 

２ 計画の目的 

   本計画は、温対法第２１条に基づく「地方公共団体実行計画」として、本区が実施する事務事業か 

ら排出される温室効果ガスの排出量を削減することを目的とします。 

 

３ 計画の期間 

   本計画の期間は、2020 年度（令和２年度）～2024年度（令和６年度）までの５か年とします。 

   

４ 計画の対象範囲 

（１）計画の範囲 

    本区の施設（指定管理施設を含む。）の維持管理と本区が実施するすべての事務事業を対象とし 

   ます。 

 

（２）対象とする温室効果ガス （温対法第 2 条第 3 項） 

ガスの種類 主な発生原因 

二酸化炭素（CO2） 
電気の使用や暖房用灯油、自動車用ガソリン等

の使用により排出される。 

メタン（CH4） 
自動車の走行や燃料の燃焼、一般廃棄物の焼却、

廃棄物の埋立等により排出される。 

一酸化二窒素（N2O） 
自動車の走行や燃料の燃焼、一般廃棄物の焼却

等により排出される。 

ハイドロフルオロカーボン類（HFC） カーエアコンの使用・廃棄時等に排出される。 

  注：パープルオロカーボン類（PFC）と六フッ化硫黄（SF6）、三フッ化窒素（NF3）については、区の事務事業で 

は排出されていないため、本計画から除外します。 

 

 

 

 

 



7 

 

５ 計画の目標 

（１）温室効果ガスの削減目標

第５次計画における温室効果ガスの削減目標は、次のとおりとします。 

 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）削減目標の考え方 

    本計画では、地球温暖化対策計画（業務その他部門）の削減目標に即して、第４次計画での温室 

効果ガスの削減実績や今後の削減見込みなどを考慮し、2024 年度（令和 6 年度）までの削減目標 

を設定しました。ただし、2025 年度以降の第 6次計画においては、国の動向などにより、削減目 

標を見直す場合があります。 

      

〇地球温暖化対策計画（業務その他部門）の削減目標 

     2030 年度の目標達成に向けて、同部門の排出量を 40％削減する。 

 

 

〇第 5次計画期間中の削減目標 

  

（３）エネルギー使用量の削減目標 

電気、ガス、熱及び燃料のエネルギー使用量は、エネルギーの使用と合理化などに関する法律 

（昭和 54 年 6 月 22日法律第 49 号。以下「省エネ法」という。）に基づき、前年度比１％以上 

の削減を目標とした取組を続けていくことで、温室効果ガス削減の目標達成を目指します。 

    また、第 4次計画に引き続き、水の使用量、紙の使用量及び庁舎からの廃棄物排出量も前年度 

比で１％以上の削減を個別の目標として加えます。 

 基準値     目標年度 

 2013 年度 

平成 25 年度 

2020 年度 

令和 2 年度 

2021 年度 

令和 3 年度 

2022 年度 

令和 4 年度 

2023 年度 

令和 5 年度 

2024 年度 

令和 6 年度 

目標値

（t/CO2） 
26,825 22,792 22,122 21,452 20,782 20,112 

削減割合

（％） 
― △15.0 △17.5 △20.0 △22.5 △25.0 

〇 第５次計画期間中の削減目標 

2013（平成 25）年度比で、2024（令和６年）年度までに温室効果ガス

排出量を 25％削減する。 

 

〇 2030（令和 12）年度削減目標（中長期目標） 

  2013（平成 25）年度比で、2030（令和 12）年度までに温室効果ガス

排出量を 40％削減する。 
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（４）排出量の算定方法 

温室効果ガス排出量は、毎年調査を実施している省エネ法に基づく報告書の各エネルギー使用量 

   の数値を集計し算出します。なお、温室効果ガス排出量は、次の数式により算出します。 

 

 

 

  ※1 活動量：電気・ガス・燃料・熱の使用量、自動車の走行距離及びカーエアコンの使用 

  ※2 排出係数：活動量から温室効果ガス排出量を算定する換算値。 

  ※3 地球温暖化係数：二酸化炭素（CO2）を基準として、他の温室効果ガスがどれだけの温室効果があるかを示した数 

    

 

６ 墨田区地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

墨田区地球温暖化対策実行計画 

                              

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

温室効果ガス排出量＝〔※１活動量〕×〔※2排出係数〕×〔※3地球温暖化係数〕 

 

墨田区地球温暖化対策実行計画     

（事務事業編） 

墨田区地球温暖化対策実行計画 

（区域施策編）） 

（第二次すみだ環境の共創プラン） 

 

 

 

すみだ環境基本条例 墨田区基本構想 

墨田区基本計画 

地球温暖化対策計画 

地球温暖化対策の推進に

関する法律（温対法）        

省エネルギーの使用の合理化

などに関する法律    

（省エネ法） 

すみだ環境区宣言 
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第３章 温室効果ガス削減の取組 

温室効果ガスの削減には、省エネルギー設備の設置や再生可能エネルギーの導入など、ハード面 

   の取組が効果的ですが、日常業務において職員一人ひとりが、地球温暖化問題を意識し、省エネル 

ギーを徹底することも必要です。 

    以下に、「日常業務における取組内容」と「建築・設備面の取組項目」に分けて、主な取組内容を 

   記載するとともに、「各課の行動目標及び取組内容」を載せました。この取組を十分に理解して、職 

場内で内容を共有し、全庁的な取組として積み重ねていきます。 

 

１ 日常業務における取組内容 

 （１）職員は、次の省エネルギー行動を実践し、温室効果ガスの削減に取り組む。 

 

① 電気の使用量削減につながる取組 

 

 

② ガスの使用量削減につながる取組 

ガスコンロを使用する際は、火力を調整し無駄のないようにする。 

ボイラー等は、適正運転を行い燃費効率の向上を図ること。 

 

③ 燃料の使用量削減につながる取組 

自動車の運転 

自転車や公共交通機関の利用を優先する。 

エコドライブを実践すること。 

効率的な運行計画を立てて走行距離を少なくする。 

車両整備は適切に実施する。 

新規車両の導入にはエコカーを導入する。 

空調の利用 

空調は、室内温度が夏期は 28℃、冬期は 20℃となるよう調整する。 

空調を効率的に運転するため、夏季はブラインドやカーテンを使い日射を遮り、 

冬期は自然光を取り入れる。 

夏期は雨水などの 2次利用水を利用して打ち水を行う。 

照明の利用 

自然光を有効に活用し、不要な照明は点灯しない。 

開庁時間までは、可能な限り消灯する。 

昼休みは、窓口を除き消灯する。 

残業時には、必要のない照明は消灯する。 

エレベーター 上下２～３階の移動は、階段を利用する。 

その他の機器 

電気ポット、コーヒーメーカー、電子レンジは使用しない。 

テレビは使用していないときはコンセントを抜く。 

庁舎では、電気ストーブを使用しない。 

冷蔵庫は、季節に応じて温度設定を調節する。 

離席等でイントラ端末を 30 分以上使用しない場合は。、電源をスリープモードに 

するか、シャットダウンする。 
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不要な荷物を車内に乗せたままにしない。 

④ 水の使用量の削減につながる取組 

節水コマの取付けや止水栓の調節を行い、節水に努める。 

水道栓の締め忘れがないか適宜チェックする。 

植物の散水には雨水を利用する。 

 

⑤ 紙の使用量の削減につながる取組 

文書の電子化を推進し電子決定方式を徹底する。 

会議では職員はペーパーレス会議システムやイントラ端末を使用し資料を印刷しない。 

電子化された資料は PCの画面上で閲覧し、むやみにプリントアウトしない。 

会議等でやむなく資料を配布する場合は両面印刷とする。 

全庁に向けた資料等は、ポータルサイトの全庁掲示板を利用し、印刷やコピーの利用を控える。 

印刷物を印刷する際、枚数は必要最小限とし配布計画に基づいて無駄のないようにする。 

職員への周知文書は回覧とする。 

片面未使用の紙は裏面使用を徹底する。 

 

⑥ 廃棄物の削減につながる取組 

決められたルールに従い、ごみを分別すること。 

事務用品を購入する際は、詰め替えが可能なものなど、リデュースできる製品を選択する。 

事務機器が故障した際は、修理を行い、安易に代替品の購入をしない。 

職員への周知資料は回覧とする。（再掲） 

エコバックを携帯し、レジ袋はもらわないようにする。 

昼食には、マイカップ、マイ箸を使用する。 

個人が持ち込んだ新聞や雑誌は持ち帰る。 

 

⑦ その他の取組 

グリーン購入法に基づいた物品の調達を行う。 

グリーン購入法に基づきＯＡ用紙、印刷用紙は、総合評価値 80 以上の製品を購入する。 

電力供給契約やＥＳＣＯ事業の導入を検討する際には、環境契約配慮法に基づいた契約とする。 

ノー残業デーを徹底する。 

クールビズ・ウォームビズを励行する。 

省エネルギーを啓発するポスターの掲示に協力する。 

 

    キーワード解説 

グリーン購入法 

     「グリーン購入法」（正式名称は「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」） 

   は、平成 12 年に制定され、一定水準の環境性能を満たす製品・サービスの調達を、国や 

   独立行政法人等に義務付けています。 
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２ 建築・設備面の取組項目 

（１）区施設の設計・施工を行う際は環境に配慮したものとする。 

外壁に外断熱工法、遮熱塗装を施工する。 

窓に断熱窓枠、複層ガラス、LOW-Eガラスを取り入れる。 

自然光を活用できるような設計に配慮するとともに、照明器具には LED 照明器具など、より省 

エネルギー性能の高い製品を導入する。 

再生可能エネルギー（太陽光発電システム、太陽熱利用システム等）を導入する。 

空調設備には、AFP（通年エネルギー消費効率）の高い製品を導入する。 

建設工事には、環境配慮型の資材を使用するとともに、廃棄物の発生を抑制する工法を採用する。 

電化製品やガス機器等を導入する際は、効率がよく省エネルギー性能の高い製品を導入する。 

区道やオープンスペースに、遮熱性舗装や保水性舗装を施工する。 

ビルエネルギーマネジメントシステム（BEMS）を導入する。 

既存設備の更新の際には ESCO 事業の実施を検討する。 

雨水利用設備を設置する。 

地上緑化に加え、立体緑化（屋上及び壁面）を施工する。 

建物の長寿命化を図る。 

 

   （２）建築廃棄物等の発生抑制と有効利用に取り組む。 

建築・解体工事の際に廃棄物の細かな分別を行い、減量を図る。 

建築副産物の有効利用を行う。 

再生資材を利用する。 

建築廃棄物の再資源化率の向上に努める。 

 

    （３） 有害物質等の適正管理 

庁舎の消火設備として保有するハロンや空調設備などに使用しているフロン類、代替フロン類は

適正に管理し、特定フロン使用機器を廃棄する際には、フロン破壊処理を行う。 

保管中の PCBは漏出や紛失のないよう厳重に管理する。 

施設解体時には、アスベストが飛散することのないよう適正な方法で撤去する。 

橋梁撤去及び塗装時には、PCB 含有塗料の適正処理を行う。 

消火器の取替の際は、消火剤が再利用できるタイプのものとする。 

消火器の薬剤は、二酸化炭素ガスから窒素ガスに切り替える。 

 

キーワード解説 

〇 ESCO（Energy Service Company）事業 

  省エネルギー改修にかかる必要経費を光熱水費の削減分で賄う事業のことです。 

  ESCO 事業者とのパフォーマンス契約を結ぶことにより、省エネルギー効果が 

 保証されるほか、設備導入に関する初期費用を抑えることが可能となります。 
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３ 各課の行動目標及び取組内容 

  本計画の目標達成のためには、各部・各課が環境配慮の視点を念頭に置き、事務事業を行うことが重 

要です。各課が設定した行動目標及び取組内容を次ページに示しました。各課が行う温室効果ガスの削 

減につながる様々な取組を積み重ね温室効果ガスの削減を目指していきます。 
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目
標

取
組
内
容

目
標

取
組
内
容

目
標

取
組
内
容

目
標

取
組
内
容

秘書担当

目
標

取
組
内
容

目
標

取
組
内
容

目
標

取
組
内
容

企画経営室

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して１０％削減する。

行政経営担当

１　ペーパーレス化の推進により、会議等で使用する資料の印刷枚数は、必要最小限にとどめる。
２　印刷する場合は、両面印刷を基本とする。

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して３％削減する。

１　白黒印刷、両面印刷を基本とし、可能な限り裏面利用を図る。
２　内部資料は可能な限り電子データで保管し、共有する。

１　裏紙使用、白黒印刷を基本とする。
２　会議資料の作成枚数は、必要最小限にとどめる。
３　イントラネットを活用し、ペーパーレス化を推進する。
４　電子決裁を徹底する。

情報システム担当

政策担当

公共施設マネジメント担当

１　紙及びインクの使用量を最小限に抑える。

１　タブレットやノートパソコンを活用し、ペーパーレス化を推進する。
２　印刷をする際は複数ページの集約及び両面利用に努める。
３　印刷をする際は白黒印刷を基本とし、それを意識した資料作成を行う。

財政担当

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して５％削減する。

１　印刷用紙は裏面利用を基本とする。
２　両面印刷及び集約印刷を活用する。
３　会議資料の作成枚数は、必要最小限に留める。

１　印刷用紙の使用量を前年度実績と比較して５％削減する。

１　裏紙使用、白黒印刷を徹底する。
２　イントラネットを活用し、ペーパーレス化を推進する。
３　事務用品の購入については、詰め替えのできるものなどを積極的に選択し、継続的に使用する。

広報広聴担当

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。

１　グループウェアの機能やファイルサーバーを活用し、情報を共有する。
２　やむをえず印刷する場合は、裏面使用を基本とする（起案・供覧文書を除く）。
３　イントラネット用端末のモバイル運用及びペーパーレス会議システムを活用し、会議等の資料の削減に努める。

１　印刷用紙の使用量を前年度実績と比較して1％削減する。
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目
標

取
組
内
容

目
標

取
組
内
容

目
標

取
組
内
容

目
標

取
組
内
容

目
標

取
組
内
容

目
標

取
組
内
容

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して3％削減する。

１　白黒印刷を基本とし、裏紙の使用を呼びかける。
２　資料の作成は必要最小限にとどめる。
３　用紙の使用枚数を職員に周知する。

総務課

１　庁舎の温室効果ガス排出量を平成17年度～平成19年度平均の17％以上削減する（東京都環境確保条例）。   た だし、この数値は大規
模事業所に対する「温室効果ガス排出量削減義務と排出量取引制度」における数値であるため、第３計画期間における削減義務率が示さ
れた場合には、目標値の修正を行う。

１　印刷用紙使用量の前年度実績比較5％以上削減する。

総務部

１　職員への省エネの周知徹底
２　庁舎への省エネ機器の導入（照明のＬＥＤ化）

１　印刷用紙の使用量（購入量）を令和元年度実績と比較して3％削減する。

１　裏面使用、白黒印刷を基本とする。
２　両面印刷、縮小印刷、集約印刷を活用する。
３　会議等の使用は簡素化し、必要最小限にとどめる。
４　イントラネットを活用し、ペーパーレス化を推進する。

契約課

１　空調は、室内温度が夏期は28℃、冬期は20℃となるように調整する。(出先施設）
２　昼休みと午後6時に、消灯するよう極力心がける。
３　水道栓の閉め忘れがないか適宜チェックし、無駄をなくす。
４　片面未使用の紙の裏面使用を徹底、白黒印刷を基本とする。
５　イントラネットを活用し、ペーパーレス化を推進する。
６　所管施設に温湿度計を設置し、室内温度を適正に保つ。
７　照明器具を交換する場合は、ＬＥＤ照明器具を導入する。
８　電気関連機器について、保守点検結果を反映し、省エネとなるような維持保全を行う。
９　会議資料を配布する際は、両面印刷を基本とする。
１０　外部出席者のいない会議は、ペーパーレス会議システムを活用し、ペーパーレス化を図る。
１１　出張は、公共交通機関、自転車を活用し、運搬等特段の場合以外の自動車使用を控える。

法務課

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。

１　両面印刷、裏面印刷及び白黒印刷を基本とする。
２　会議資料の作成枚数は、必要最小限にとどめる。
３　イントラネットを活用し、より一層のペーパーレス化を推進する。

職員課

１　用紙使用量の削減
　　用紙使用量の把握により職員の意識改革に努め、使用量の削減に取組む。
　　【ＯＡプリンター】
　　①　再利用（裏面使用）の徹底に努める。
　　②　プリンターのデータ管理により各職員の使用状況を把握し、使用量削減に努める。
　　【コピー機】
　　①　使用簿記入の徹底により各職員の使用状況を把握し、使用量削減に努める。

人権同和・男女共同参画課

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較し、減とする。
２　所管施設の電気使用量を令和元年度実績と比較し、減とする。

営繕課
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オリンピックパラリンピック準備室

目
標
取
組
内
容

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。

１　電子決裁を基本とし、ペーパーレス化を推進する。
２　会議資料の作成枚数は、必要最小限にとどめる。
３　用紙の使用枚数を確認し、定期的にイントラネットで職員への周知及び使用枚数の削減について注意喚起する。

地域力支援部

地域活動推進課

１　電子決裁を基本とし、ペーパーレス化を推進する。
２　裏紙使用、白黒印刷を基本とする。
３　会議資料を配布する際は、両面印刷を基本とする。

１　裏紙使用、白黒印刷を基本とする。
２　会議資料の作成枚数は、必要最小限にとどめる。
３　照明器具を交換する場合は、なるべくＬＥＤ照明器具を導入する。
４　施設スタッフの節約意識を高めるために、電気、ガス、水、燃料の使用量を施設スタッフの間で共有し、ミーティング等で節約について話
し合い、スタッフから節約アイデアを募り、それを実行するようにする。

文化芸術振興課

１　リサイクルできるものをきちんと分別する。
２　印刷用紙の使用量を令和元年度比3％削減する。

１　コレクターボックスに入れるものは、必要最小限にする。
２　リサイクルできるものをしっかりと分別し、事務用品の購入の際には、詰め替え可能な製品を可能な限り選択する。
３　両面印刷、裏紙使用、白黒印刷、印刷濃度の調整を基本とする。
４　会議等で使用する資料は、必要最小限にする。

１　印刷物は裏紙利用、白黒印刷を基本とすることを徹底する。
２　会議資料の作成枚数は、必要最小限にとどめる。
３　電子資料はなるべくプリントアウトしないようにする。
４　所管施設の採光を利用した消灯の実施。

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較し5％削減する。
２　所管施設の電気使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。

１　裏紙利用、白黒印刷を基本とする。
２　会議資料を配布する際は、両面印刷を基本とする。
３　使用していないＯＡ機器や電化製品のスイッチをこまめに切る。
４　自然光を有効に活用し、不要な照明はつけないようにする。

１　印刷用紙の使用量を令和元年度と比較して５％削減する。

１　両面印刷及び白黒印刷を基本とする。
２　資料の作成は、必要最小限にとどめる。
３　印刷プレビューで印刷前の内容確認を行い、不要な印刷を抑制する。

税務課

１　印刷用紙の使用量削減に努める。（昨年度比△5％）

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して令和６年度までに5％削減する。
２　所管施設における電気、ガス、水、燃料の使用量を年間1％ずつ、令和元年度実績と比較して令和６年度までに5％削減する。

窓口課

スポーツ振興課

区民部

国保年金課

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較し5％削減する。
２　所管施設の電気使用量を令和元年度実績と比較して3％削減する。
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産業振興課

経営支援課

観光課

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。
２　所管施設の電気使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。

１　裏紙使用、白黒印刷を基本とする。
２　会議資料の作成枚数は、必要最小限にとどめる。
３　照明器具を交換する場合は、ＬＥＤ照明器具を導入する。
４　退庁時に電気機器の消灯を確認する。

１　観光パンフレットやマップ等の印刷物を令和元年度実績と比較して１０％、印刷用紙の使用量を５％削減する。
２　所管施設（観光案内所）の電気使用量を令和元年度実績と比較して５％削減する。

１　予め課内に周知し、観光パンフレットやマップの印刷数を削減した計画とする。
２　今年度に引き続き、裏面使用、白黒印刷をすすめる。
３　会議資料の作成枚数は必要最小限にとどめる。
４　所管施設の設定温度を、来客者に不快感を与えない程度に温度設定を行い、電気使用量を削減する。

産業観光部

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。

１　イントラネットを活用し、ペーパーレス化を推進する。
２　会議資料の作成枚数は、必要最小限にとどめる。
３　裏面使用の徹底を図る。
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１　裏紙使用、白黒印刷を基本とする。
２　会議資料の作成枚数は、必要最小限にとどめる。
３　区内の移動は、必要な場合以外は自動車ではなく自転車を活用する。
４　課内のプリンターやＰＣ端末等は消し忘れがないよう当番制により管理する。
５　指定管理施設においては、本計画に基づき不要な電気を使用しないよう徹底するとともに全職員に削減意識が備わるよう努める。

１　印刷用紙を令和元年度実績から1％削減する。

１　裏紙使用、白黒印刷を基本とする。
２　印刷をする際は、プレビューで確認し、ミスプリントを減らす。
３　会議の資料は必要最低限の印刷にする。
４　ページ数の多い資料等は、業務に影響のない範囲で積極的に縮小印刷を利用する。

高齢者福祉課

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して３％削減する。
２　指定管理施設においては、本計画の趣旨を十分理解し、削減に努めていく。

生活福祉課

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。

１　電子起案決定方式を周知徹底し、紙起案の印刷枚数を減らす。
２　裏紙使用、白黒印刷を基本とする。
３　印刷の際は印刷範囲等を確認し、不要な出力をしないことを徹底する。
４　イントラ等で確認できる資料については、可能な限り印刷しないこととする。

１　印刷用紙の使用量を令和元年度と比較して1％削減する。
２　所管施設の電気の使用量を令和元年度実績と比較して1％削減する。

１　電子決裁を徹底し、紙の使用量を抑えるとともに、可能な限り印刷には裏紙の使用や両面印刷、白黒印刷とする。
２　不要な電気の使用を抑制するため、使用しない照明、ＯＡ機器等の電源は切るように徹底する。
３　所管施設においては、利用者の体調等を踏まえつつ、室内温度の適正な管理に努める。
４　定時退庁日（全庁、課）を中心に、勤務時間終了後は、速やかに退庁するよう促す。

厚生課

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績から３％削減する。
２　所管施設の電気使用量を令和元年度実績と比較して３％削減する。

介護保険課

障害者福祉課

１　白黒印刷、裏紙使用を基本とする。
２　会議の紙資料は必要最低限とし、両面印刷とする。
３　パソコンの電源はこまめに切る。
４　所管施設は温湿度計を活用し、室内温度を適正に保つ。
５　使用していない部屋の照明はこまめに消灯する。
６　照明器具を交換する場合はＬＥＤ照明器具を導入する。

福祉保健部
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１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。
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１　裏面使用・白黒印刷を基本とする。
２　会議資料の作成枚数は、必要最小限にとどめる。
３　起案文書は例外的な場合を除き、電子決定方式を徹底する。

生活衛生課

向島保健センター

１　印刷用紙の使用量を令和元年度と比較して約５％削減する。
２　電気使用量を令和元年度と比較して約５％削減する。

１　印刷用紙の使用量を職員が共有できるよう、周知を徹底する。
２　使用していない電気消費機器の電源をこまめに切る。
３　ノー残業デーを遵守するとともに、時間外勤務を極力行わないよう業務のスリム化を目指す。

本所保健センター

福祉保健部保健衛生担当

保健計画課

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。
２　トナー使用量を削減する（昨年とプリンターが異なるため、数値目標なし）。

１　裏紙使用を徹底する。
２　特別な事情がない限り、白黒印刷を徹底する。
３　トナー量をセーブ（節約）する。
４　紙で到達した文書もＰＤＦ化し、電子回覧とする。

保健予防課

１　印刷用紙の使用量（購入量）を令和元年度と比較し5％削減する。

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。
２　電気使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。

１　使用量の見える化（印刷用紙、電気の使用量の職場内での共有）を行う。
２　片面未使用の紙の裏紙使用や白黒印刷の使用を徹底する。
３　使用していないＯＡ機器や電化製品など、こまめに電源を切る。
４　不必要な照明は消灯し、自然光を有効活用する。

１　電子決裁の徹底により用紙使用量及び廃棄量を削減する。
２　電子資料は画面閲覧を基本とし、プリントアウトは最小限とする。
３　片面使用済み用紙の裏面利用を徹底する。
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子ども施設課

子ども・子育て支援部

子育て支援課

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して１％削減する。
２　所管施設の電気使用量を令和元年度実績と比較して１％削減する。

１　裏面使用、白黒印刷を基本とする。
２　会議資料の作成枚数は、必要最小限にとどめる。
３　冷暖房の設定温度を調整し、室内温度を適正に保つ。
４　使用していないエリア（会議室、廊下等）の消灯を徹底する。

１　電子決裁の推進、会議用資料の電子データによる共有に取り組み、ペーパーレス化を推進する。
２　業務に差支えのない範囲で、エコプリント印刷を徹底する。
３　裏紙使用、白黒印刷を基本とする。

子育て政策課

１　所管施設（児童館）の電気及びガス使用量を削減する。

１　０Ａ機器の電源は、長時間使用しないときや退館時には電源を切る。
２　児童館の壁面等に緑のカーテンを設置する。
３　ガスコンロを使用する際は火力の調整を行い、無駄のないよう心がける。
４　照明器具を交換する際には、ＬＥＤ照明器具を導入する。

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して５％削減する。
２　プリンタートナーの使用量を令和元年度実績と比較して５％削減する。

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して３％削減する。
２　所管施設の電気使用量を令和元年度実績と比較して３％削減する。

１　裏面使用、白黒印刷、トナーセーブを徹底する。
２　館内イントラ端末持ち出し可能を活用のうえ、会議資料等の印刷量を削減及びペーパーレス化の推進を図る。
３　使用していないＯＡ機器や電化製品のスイッチをこまめに切る。
４　令和元年度は所管２施設（両国子育てひろば、文化子育てひろば）の引っ越しが予定されており、新施設の電気、ガス、水道の使用量増
加の可能性があるが、旧施設使用時と同様に地球温暖化対策に取り組んでいく。

子育て支援総合センター
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１　裏紙使用、白黒印刷、トナーセーブを徹底する。
２　印刷用紙、封筒等の使用量を適切に把握し、過大な購入を避ける。
３　超過勤務の縮減を図り、プリンター等の稼働時間を減少させる。

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して、5％削減する。

都市計画部危機管理担当

防災課

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。

１　片面未使用の紙の裏面使用及び白黒印刷を徹底する。
２　課内供覧文書等については、イントラネットを活用しペーパーレス化を図る。
３　自転車や公共交通機関の利用を優先し、車の使用を極力控える。
４　ファイリングボックスとフォルダーはなるべく再利用する。

防災まちづくり課

１　印刷用紙の使用を控える。
２　離籍時は、ＰＣの電源を切る。
３　所管施設の電気・水道使用量、廃棄物を5％削減する。

都市計画部

都市計画課

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。

１　印刷用紙の使用枚数を確認し、イントラネットを通じて、課の職員に周知する。
２　裏紙使用、、白黒印刷を基本とする。
３　会議資料等については両面印刷を基本とし、必要最小限の部数を印刷する。
４　イントラネットを活用し、ペーパーレス化を推進する。

住宅課

１　印刷用紙の使用量を前年度実績と比較して毎年度１％削減する。

１　裏面使用や白黒印刷について、周知徹底を図る。
２　会議資料等の印刷は必要最低限に行い、電子決裁等の手法を用いてペーパーレス化を図る。
３　細かな確認に努め、印刷ミス等の無駄を無くす。

安全支援課

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。

１　裏紙使用、白黒印刷を基本とする。
２　会議資料の作成枚数は、両面印刷を基本とし、必要最小限に留める。
３　所管施設では自然光を有効に活用し、不要な照明はつけない。

１　裏面使用、白黒印刷を基本とする。
２　会議資料の作成枚数は、必要最小限にとどめる。
３　所管施設の室内温度を適正に保つ。
４　照明をこまめに消灯する。
５　照明器具を交換する場合は、なるべくＬＥＤ照明器具を導入する。
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目
標

取
組
内
容

都市整備課

１　自動車の燃料使用量を令和元年度実績と比較して５％以上削減する。

１　効率的な運行計画を立て、走行距離を少なくする。
２　自転車を積極的に活用し、自動車の使用を控える。

１　パソコン等電子機器を活用しペーパーレス化を図る。
２　資源の再利用を徹底する。

１　内部資料は裏面使用を基本とする。
２　原則、文書管理システムによる電子決裁方式を推奨し、書面決定方式の割合を減らす。
３　錦糸町駅各地下自転車駐輪場及び押上駅前自転車駐輪場の照明をＬＥＤ化する。

道路公園課

都市整備部環境担当

環境保全課

立体化推進担当

立体化推進課

１　紙の使用量を令和元年度実績と比較して5％以上削減する。
２　電気や燃料等のエネルギー使用量の削減を意識した行動に努める。

土木管理課

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して5％以上削減する。
２　特定自転車駐輪場の電気の使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。

１　イントラネットを活用し、資料等は極力プリントアウトしない。
２　印刷の際は、必ずプレビュー表示で確認してから印刷する。
３　資料等を印刷する場合は白黒印刷かつ両面印刷とする。
４　決裁は、やむを得ないものを除き全て電子決裁するものとし、ペーパーレス化を推進する。
５　定時退庁（ノー残業デー）を徹底する。
６　始業前は全部を、昼休みはカウンター上を除き消灯する。
７　電気ポットは使用しない。
８　区内の移動は自転車の利用を基本とする。

すみだ清掃事務所

１　文書の電子化に伴い、用紙の使用量を令和元年度比５％削減する。
２　節電に努め、所管施設全体に係る電気使用量を令和元年度比５％削減する。

１　印刷用紙の使用枚数を月ごとに管理し、職員への周知を徹底する。
２　裏紙使用、白黒印刷を基本とし、資料の作成枚数は、必要最小限にとどめる。
３　安全衛生管理の点から職員の健康を保つため、室内温度を適正に努める。

１　グループウェアの機能やファイルサーバーを活用し、情報を共有する。
２　会議の際に資料の印刷は最低限にとどめ、配布のＰＣを用いる。
３　裏紙使用、白黒印刷を基本とする。
４　使用済みの封筒は文書交換袋として再利用する。
５　文書フォルダ・ボックスの再利用。

都市整備部

１　紙の使用量を削減する。
２　電気、燃料等を削減する。

１　裏面印刷やページ集約印刷をする。
２　印刷後は、印刷機の「節電｝ボタンを押す。
３　退庁するときは、印刷機の電源を切る。

１　リユースを徹底する。

１　片面未使用の紙の裏面使用をする。
２　事務用品は詰め替えできる製品を購入し、詰め替えをしながら使用する。
３　再利用可能なファイリングボックスやフォルダー、ファイルなどは再利用する。
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容

１　印刷用紙の使用（購入）量を令和元年度実績と比較して5％削減する。

１　紙の裏面使用及び白黒印刷を徹底する。
２　イントラネットを活用し、紙による印刷は必要最小限にとどめる。

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して５％削減する。

選挙管理委員会事務局

１　内部打ち合わせ等の資料は、両面印刷又は裏紙使用を基本とする。
２　会議資料の作成枚数は、必要最小限にとどめる。
３　議員に送付する通知等は、電子データを基本とする。
※　このほか、会議録作成委託の際の校正を電子データで行うことにより、委託先の印刷用紙の使用量も削減する。

１　起案・供覧は可能な限り電子決裁とし、ペーパーレス化を図る。
２　イントラネットの活用による情報共有を行い、紙による印刷は必要最小限にする。
３　印刷する際は、両面印刷または裏面使用を基本とする。
４　必要最小限の印刷を行うため、印刷前のプレビュー確認や必要箇所のみ印刷する頁指定機能の活用を徹底する。
５　ファイリングボックス・フォルダーは可能な限り再利用する。

監査委員事務局

区議会事務局

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。

１　裏紙使用、両面印刷、集約印刷等を推進する。
２　電子資料は画面上で閲覧し、「とりあえず印刷」をしないようにする。
３　ミスプリントや必要枚数以上の印刷をしないよう留意する。
４　会議等は、タブレット端末を活用するなどペーパーレス化に努める。

会計管理室
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教育委員会事務局

庶務課

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して、１０％以上の削減に努める。

１　両面印刷、裏紙使用、白黒印刷を徹底する。
２　執務開始時間までは、事務室内は消灯する。
３　退庁時は、必ずプリンターの電源をＯＦＦにし、事務室は消灯する。
４　電子決裁・電子供覧を徹底する。

地域教育支援課

１　学校等施設の新設・改修時の温暖化対策を推進する。
２　印刷用紙の使用量を前年度実績と比較して削減する。

１　老朽化した施設の設備機器等の更新時には、LED照明機器の導入など省エネルギー効率が高い設備等を導入していく。
２　課内の回覧文書は、原則イントラネットを通じて周知する。
３　裏面使用、白黒印刷を基本とし、徹底していく。
４　会議資料の作成枚数は、必要最小限の枚数となるよう精査する。

学務課

１　印刷用紙の使用量を、令和元年度実績と比較して5％削減する。
２　所管施設の電気使用量を、令和元年度実績と比較して5％削減する。
３　所管施設の廃棄物量を、令和元年度実績と比較して5％削減する。

１　資料のデータと共有キャビネットの活用等により、ペーパーレス化を推進する。

２　学校施設におけるデマンド数値の適切な設定（春夏・秋冬）により、節電目標を定め、より一層のＣＯ２削減を図る。

３　節水システムの効果的運用を引き続き実施し、水道使用量の削減を図る。
４　より計画的・効率的な物品購入により、所管施設の廃棄物量の削減を図る。
５　出張は公共交通機関、自転車を活用し、運搬等特段の場合以外の自動車使用を控える。

指導室

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。
２　所管施設の紙・電気・廃棄物の使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。

１　起案文等保存文書の電子化を図り、紙の使用を抑える。
２　各施設の電源スイッチ等を不使用時にこまめに消して、省エネを図る。
３　事業を見直し、電気量を抑制した計画にする。
４　廃棄物が出ないように活用する。

ひきふね図書館

１　印刷用紙の使用量を令和元年度実績と比較して5％削減する。

１　毎月の印刷用紙の使用枚数を確認し、イントラネットを通じて、課の職員に周知する。
２　裏面使用、白黒印刷を基本とする。
３　電子起案等によるペーパーレス化の徹底。

１　印刷用紙使用量を前年度実績と比較して１％削減する。

１　裏紙使用、白黒印刷の周知徹底を図る。
２　両面印刷を積極的に行い、用紙削減に努める。
３　会議資料作成枚数は必要最小限にとどめる。
４　電子決裁を徹底し、ペーパレス化に努める。

すみだ教育研究所
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第４章 計画の推進・点検・評価 

 

１ 推進体制 

  本計画は、墨田区環境基本条例推進本部設置要綱に基づき設置している墨田区環境基本条例推進本 

 部が中心となりその進捗状況を管理していきます。 

 各職場のエコマネージャーは、職場の環境リーダーとして職場の取組目標の達成に向けて、職員の 

意識啓発を行っていきます。 

 また、施設を所管する主管課は、建物の建築・改修時や設備を更新するときは、本計画に基づき、 

省エネルギー設備の導入や環境に十分配慮した設計を行うなどの取組を行います。こうした取組の積 

み重ねによって、区の事務事業から排出される温室効果ガスを着実に減らしていきます。 

 

２ 推進手法 

〇 目標の設定（PLAN） 

    各課、事業所及び各小中学校は、第２章の６に掲げる温室効果ガス削減の取組項目をもとに、各 

   職場の実情を加味しながら、目標を定めその実現に向け努力します。また、各事業所（指定管理者 

を含む。）並びに小中学校及び幼稚園では、管理する施設のエネルギー使用量を把握し、前年度比で 

１％以上削減する目標を設定します。 

 

〇 行動（DO） 

全職員が、本計画に基づき事務事業から排出される温室効果ガス削減のため取り組みます。 

エコマネージャーは、職員の取組状況をチェックし、必要に応じて職場内に啓発の呼びかけを行う 

など、職員の積極的な取組を促していきます。 

    施設の所管する主管課は、施設の新築、改修、あるいは設備の改修の際に、第２章の６に掲げ 

   る取組項目を参考としながら、建物の省エネルギー化が図られるよう努力します。 

 

〇 評価（CHECK） 

環境保全課は、庁舎及び事業所から排出される電気やガス、燃料等の使用量を調査し、温室ガス 

   の排出量を把握するとともに、当該期間の温室効果ガスの削減量について周知します。 

あわせて、環境保全課及び教育委員会は、定められた報告手続きに従い、集計結果を国及び東京 

   都へ報告します。 

 

〇 検証・見直し（ACT） 

環境保全課は、集計結果を点検し、目標の達成状況、各課別の取組状況等について、墨田区環境 

基本条例推進本部へ報告します。また、取組項目の改善・変更が必要な時は、墨田区環境基本条例 

推進本部に諮ったうえ、修正を行い、次年度以降の取組に反映させます。 

 

〇 取組結果の公表 

本計画の内容及び区の取組状況については、区ホームページで公表していきます。 
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３ 職員に対する研修等 

  職員一人ひとりが環境問題に対する関心を持ち、行動することを促すため、環境保全課、すみだ清 

掃事務所が共同で年４回発行（4 月・7 月・10月・1月）する「グリーンすみだ」において、環境 

に関する様々な話題や区の取組について情報発信していきます。 

  また、「エコマネージャー」に対する説明会において、地球温暖化問題や温室効果ガス削減の現状 

 について情報提供を行うほか、環境保全課から適宜情報提供を行っていきます。 
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参考資料 

 

１ 本計画で用いる地球温暖化係数及び算定に用いる排出係数 

 

（１） 地球温暖化係数 

    二酸化炭素を１として、温室効果ガスにどれだけの温暖化能力があるかを示す指標のこと。 

二酸化炭素（CO2） 1 

メタン（CH4） 25 

一酸化二窒素（N2O） 298 

ハイドロフルオロカーボン類（HFC-134a） 1,430 

   ハイドロフルオロカーボン類については、区の排出源がカーエアコンの使用によるものなので 

テトラフルオロエタン（HFC-134a）の数値を用いている。 

 

（２） 排出係数 

     単位生産量、消費量当たりの二酸化炭素の排出量を表す数値のこと。電力の場合、電力会社が 

１ｋｗｈの電力を作り出すために、どれ位の二酸化炭素を排出したかを示す指標。 

実二酸化炭素排出量÷販売電力量で算出され、単位は「ｋｇ-CO2/㎏ｈ」 

第５次計画で使用する排出係数は、温室効果ガス排出量 算定・報告・公表制度（環境省）の 

算定方法及び排出係数一覧にある係数を使用する。 

   

（３） 電力の排出係数の推移 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 

排出係数 

（実係数） 
0.525 0.531 0.505 0.500 0.486 0.475 
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２ 参照条文等 

 

（１） 地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年法律第１１７号） 抜粋 

(地方公共団体実行計画等) 

第２１条 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球温暖化対策計画に即して、当該都 

道府県及び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全及び 

強化のための措置に関する計画（以下「地方公共団体実行計画」という。）を策定するものとする。 

    ２ 地方公共団体は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

     一 計画期間 

     二 地方公共団体実行計画の目標 

     三 実施しようとする措置の内容 

     四 その他地方公共団体実行計画の実施に関し必要な事項 

 

 

（２）地球温暖化対策計画(平成２８年５月 13 日閣議決定) 抜粋 

    第 3 章 目標達成のための対策・施策  

     第 1節 国、地方公共団体、事業者及び国民の基本的役割 

      ２ 「地方公共団体」の基本的役割 

（２）自らの事務事業及び事業に関する措置 

     地方公共団体は、自ら率先的な取組を行うことにより、区域の事業者・住民の模範とな 

ることを目指すべきである。このため、都道府県及び市町村は、本計画に即して、自らの 

事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の保全及び強化のた 

めの措置に関する計画を策定し実施する。 

 

     第 2節 地球温暖化対策・施策 

      １ 温室効果ガスの排出削減、吸収等に関する対策・施策 

     （１）温室効果ガスの排出削減対策 

       ①エネルギー起源二酸化炭素 

        部門別(産業・民生・運輸等)の対策・施策 

        B．業務その他部門の取組 

          業務その他部門における 2013 年度の二酸化炭素排出量は、2 億 7,900万トン 

‐ＣＯ２であり、2005年度比で 16.7％増加している。最大の増加要因は電力の排出 

原単位の悪化であり、次いで業務面積の増大等が続いている。一方、2030 年度目標の 

達成に向け同部門の排出量を約 4 割削減する必要があり、地球温暖化対策推進法による 

温室効果ガス排出削減対策、省エネ法に基づく措置や低炭素社会実行計画に基づく対策 

の着実な推進等を通じて排出抑制を図る。また、オフィス等で使用される機器の効率向上・ 

普及やその運用の最適化を図ることにより業務その他の部門のエネルギー消費量の抑制 

が図られることから、より一層の機器のエネルギー効率の向上の促進、エネルギー管理 

の徹底を図る。 
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 ３ 各エネルギー等使用量の推移 

 

（１） 電気使用量の推移 

       

（２） ガス使用量の推移 

       

 

（３）熱使用量の推移 
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 （４）燃料使用量の推移 

   

 

 （５）水道使用量の推移 

       

 

（６）紙使用量の推移 
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 （７）廃棄物排出量の推移 
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４ SDGｓ（持続可能な開発目標）17 の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



32 
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墨田区都市整備部環境担当環境保全課 
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